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第 1章 計画の策定にあたって 

１ 計画の概要について                     

（１）計画の背景と趣旨 

厚生労働省が実施した 2019 年国民生活基礎調査によると、子どもの貧困率は 2018

年（平成 30 年）時点で 13.5％であり、およそ７人に１人の子どもが貧困の状態にある

とされています。 

一方、国においては、2013 年（平成 25 年）６月に子どもの貧困対策の基本となる事

項を定めた「子どもの貧困対策の推進に関する法律※」が成立し、2014 年（平成 26 年）

１月に施行されました。その後同年８月に「子どもの貧困対策に関する大綱」が策定

され、子どもの貧困対策に総合的に取り組んでいく姿勢が示されたところです。 

こうした国の動きを踏まえ、佐賀県では 2016 年（平成 28 年）３月に「佐賀県子ど

もの貧困対策推進計画」を策定し、これを法律に基づく都道府県子どもの貧困対策計

画と位置づけています。 

本市においても、法や大綱の趣旨に鑑み、子どもの将来がその生まれ育った環境に

おいて左右されることのないよう、貧困の状況にある子どもの成育環境を整備すると

ともに、教育の機会が失われることがないよう、子どもの貧困対策を総合的、効果的

に推進するため、伊万里市子ども・子育て支援事業計画に、子どもの貧困対策に関す

る施策を追加し、「伊万里市子ども・子育て支援事業計画【追加版】」を策定するもので

す。 

 

（２）計画の位置づけ 

「伊万里市子ども・子育て支援事業計画【追加版】」は、子どもの貧困対策の推進に

関する法律第４条の規定に基づく子どもの貧困対策に関し、本市の状況に応じた施策

の策定に関する基本計画と位置づけます。 

 

（３）計画の期間 

本追加計画は、2020 年度（令和２年度）から 2024 年度（令和６年度）を計画期間と

している「伊万里市子ども・子育て支援事業計画」に追加する計画であることから、

2022 年度（令和４年度）から 2024 年度（令和６年度）までの３ヶ年を計画期間としま

す。なお、毎年本計画の進捗状況を把握し、改善を図ります。 

 

 

 

 

※「子どもの貧困対策の推進に関する法律」 

貧困の状況にある子どもが、生まれ育った環境に左右されず健やかに育成される環境の整備と教育の機

会均等を図ることを目的として 2013 年に成立、2014 年１月に施行された法律。  
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１ 子どもを取り巻く状況                    

（１）子どもの貧困の現状 

●2019 年国民生活基礎調査からみると、2018 年（平成 30 年）の貧困線（等価可処分所得※

の中央値の半分）は 127 万円となっており、「相対的貧困率※」（貧困線に満たない世帯

員の割合）は、15.4％（対 2015 年（平成 27 年）△0.3 ポイント）となっています。 

●「子どもの貧困率」（17 歳以下）は 13.5％となっており、2015 年の 13.9％から 0.4 ポ

イント減少しています。 

●OECD の所得定義の新基準（可処分所得の算出に用いる拠出金の中に、新たに自動車税

等及び企業年金・個人年金等を追加）に基づき算出した「相対的貧困率」は 15.8％、「子

どもの貧困率」は 14.0％となっています。 

 

 

（２）本市における生活保護世帯の状況 

本市における各年度末の保護率は、県の値よりも高くなっています。 

 

 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

世帯数 ５６５世帯 ５６２世帯 ５５５世帯 ５３６世帯 
４９３世帯 

(うち、児童がいる世帯 
２９世帯) 

人員数 ７６８人 ７４８人 ７５１人 ７２７人 
６５４人 

 (うち、児童数７０人) 

伊万里市 

保護率 
１．４１％ １．３８％ １．４１％ １．３７％ １．２５％ 

佐賀県 

保護率 
０．９７％ ０．９６％ ０．９６％ ０．９７％ ０．９６％ 

（各年度３月末現在） 

 

 

※「等価可処分所得」 

世帯の年間可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取りの収入）を世帯人員

の平方根で割って調整した所得 

※「相対的貧困率」 

 貧困を表す社会指標の１つ。経済協力開発機構（OECD）では、「国民の年間所得を順に並べ、その中

央値の半分に満たない所得水準の人々の人口比率」と定義している。 

第２章 伊万里市の現状と課題 
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（３）本市における児童扶養手当受給者数の状況 

児童扶養手当受給者数の推移をみてみると、減少傾向となっており、2020 年度末では 564

人となっています。 

 

 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

受給者数 ６３９人  ６２８人  ５９４人  ５６９人  ５６４人  

（各年度３月末現在） 

 

（４）本市における就学援助※認定の状況 

 伊万里市の 2020 年度の就学援助率は 10.8%で、前年度より 0.6 ポイント下がっています。 

 

 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

伊万里市就学

援助受給者数 
５４７人 ５３４人 ５１７人 ５２８人 ５００人 

伊万里市 

就学援助率 
１１．４％ １１．３％ １１．１％ １１．４％ １０．８％ 

佐賀県 

就学援助率 
１０．８％ １２．５％ １２．３％ １２．４％ ― 

（各年度５月１日現在） 

 

（５）本市における家庭児童相談員相談受付数の状況 

 本市の家庭児童相談員相談受付数は、年々増加傾向にありましたが、2020 年度は前年度の

件数を下回っています。 

 

 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

相談件数 ９７８件  １，３７８件  １，４７８件  １，７２２件  １，５２４件  

 

 

 

 

※「就学援助」 

経済的に苦しい家庭の小中学生に学用品や給食費、修学旅行費などを市町村が支給する制度  
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２ 伊万里市子どもの生活状況調査の結果（抜粋）          

（１）調査の概要 

区 分 児童調査 保護者調査 

１．調査対象者 

市内に居住する 

・小学５年生及び義務教育学校 

５年生（以後、「小学５年生等」 

とする） 

・中学２年生及び義務教育学校 

８年生（以後、「中学２年生等」 

とする） 

児童調査の対象となる児童の保護者 

２．調査方法 各学校を通じて配布・回収 

３．調査期間 令和３年２月１日～２月１２日 

４．回答状況 

配布数  946 

回答数  875 

回答率  92.49％ 

配布数 946 

回答数 797 

回答率 84.25％ 

（２）本調査における貧困世帯の定義 

  本調査では相対的低所得線を算出し、その線より下を「相対的低所得層」としています。 

  相対的低所得線とは、本調査にご協力いただいた世帯の中から「世帯収入」及び「世帯

員数」の質問について回答があった世帯について、「世帯収入」を「世帯員数」の平方根で

割って調整した収入の中央値の半分をこのアンケートにおける相対的低所得線とし、その

線以下の収入の世帯を「相対的低所得層」としています。 

  また、世帯収入だけでは個々の生活実態が見えづらいことから、アンケート内の質問の

うち過去１年の間に「お金が足りなくて必要とする食料及び衣服が買えず困ったことがあ

った」及び「経済的な理由で未払いになった光熱水費や校納金等があった」のいずれにも

「あった」と回答した世帯を「生活困窮世帯」として「相対的低所得層」に加え、「貧困世

帯」として定義しています。 

                                  （世帯数） 

世帯類型 小学５年生等 中学２年生等 保護者 

全 体 ５２４世帯  ３５１世帯 ７９７世帯 

貧困世帯(a＋b) 
５８世帯 

（11.1％） 

４６世帯 

（13.1％） 

１１４世帯 

（14.3％） 

内 

訳 

相対的低所得層(a) 
４５世帯 

（8.6％） 

３２世帯 

（9.1％） 

８７世帯 

（10.9％） 

生活困窮世帯(b) 
１３世帯 

（2.5％） 

１４世帯 

（4.0％） 

２７世帯 

（3.4％） 

※今回の定義は、本市の貧困世帯の実態を把握するための便宜上のものであり、本市の貧困層の

割合を示したものではないことにご留意ください。 
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（３）世帯の収入状況等 

●１年間の世帯全体の年収 

 

※同居し、生計を一にしている家族全員の税金等控除前の収入。 

  

1.8%

0.9%

7.0%

16.7%

21.1%

16.7%

11.4%

6.1%

3.5%

1.8%

2.6%

7.0%

0.9%

1.8%

0.9%

0.0%

0.0%

5.1%

0.8%

6.8%

9.3%

12.7%

14.4%

10.2%

6.8%

5.9%

7.6%

4.2%

4.2%

6.8%

1.7%

1.7%

0.8%

0.8%

2.5%

0.1%

1.0%

2.4%

3.1%

3.6%

2.8%

4.3%

5.0%

8.3%

9.7%

14.9%

11.0%

12.3%

9.3%

2.8%

6.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

無回答

50万円未満

50～100万円未満

100～150万円未満

150～200万円未満

200～250万円未満

250～300万円未満

300～350万円未満

350～400万円未満

400～450万円未満

450～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800～900万円未満

900～1000万円未満

1000万円以上

全体(n=797)

ひとり親(n=118)

貧困世帯(n=114)
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●保護者の就労状況 

フルタイムで就業しているとの回答割合が父親は 75.8%であるのに対し、母親は 53.7%と 22.1

ポイント低くなっている一方、パート・アルバイトで就労との回答割合は、母親の方が父親より

27.9 ポイント高くなっています。 

 

 

●親の婚姻状況について 

 全体の 14.8%が、ひとり親家庭であると回答しています。 

 

無回答 

結婚してい

る(再婚・事

実婚含む) 

離婚 死別 未婚 
いない、 

わからない 

回答割合 １．２％ ８３．９％ １２．８％ １．５％ ０．５％ ０．１％ 

 

●養育費の取り決め 

ひとり親家庭のうち、養育費の受け取りをしていると回答した割合は 14.1%で、受け取ってい

ないと回答した割合は 83.0%と多くのひとり親家庭が養育費の受け取りをしていない状況となっ

ています。 

 

  

9.4%

3.0%

10.0%

0.0%

0.8%

0.0%

0.5%

0.5%

75.8%

2.6%

0.8%

7.0%

0.6%

5.9%

0.0%

28.4%

1.0%

53.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

いない・わからない

自営業

これまでに就労したことが無い

以前は就労していたが、現在は就労していない

パート・アルバイトで就労しており、産休・育休・介

護休業中である

パート・アルバイトで就労しており、産休・育休・介

護休業中ではない

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中

である

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中

ではない

母親 父親

無回答2.8

①13.2

②0.9 ③10.4

④72.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

①取り決めをしており、養育費を受け取っている

②特に取り決めはしていないが、養育費を受け取っている

③養育費の取り決めをしているが、受け取っていない

④養育費の取り決めをしておらず、受け取っていない

(n=797) 
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（４）ふだんの生活について 

●食事の状況 

ａ）朝食 

朝食を「毎日食べる」と回答した割合が、小学５年生等、中学２年生等ともに貧困世帯の方が

少なくなっています。 

 

 

  

無回答0.0

無回答1.5

①75.9

①81.3

②15.5

②13.0

③1.7

③1.7

④6.9

④2.5

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答0.0

無回答1.7

①76.1

①78.6

②15.2

②12.0

③8.7

③4.6

④0.0

④3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答 ①毎日食べる ②週5～6日 ③週3～4日 ④週1～2日、ほとんど食べない
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ｂ）夕食 

小学５年生等、中学２年生等ともに、約 95％の児童が毎日食べると回答しています。 

 

 

 

ｃ）長期休暇中の昼食 

「毎日食べる」と回答した割合が、小学５年生等、中学２年生等ともに夕食に比べ低くなって

います。 

 

 

  

無回答0.0

無回答1.3

①94.8

①94.8

②3.4

②3.1

③1.7

③0.4

④0.0

④0.4

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答2.2

無回答2.3

①95.6

①94.3

②2.2

②3.5

③､④0.0

③､④0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答 ①毎日食べる ②週5～6日 ③週3～4日 ④週1～2日、ほとんど食べない

無回答5.2

無回答2.5

①…

①81.7

②3.4

②10.9

③6.9

③3.4

④1.7

④1.5

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答2.2

無回答2.8

①65.2

①76.1

②21.7

②14.0

③4.4

③4.0

④6.5

④3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答 ①毎日食べる ②週5～6日 ③週3～4日 ④週1～2日、ほとんど食べない
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●児童の日常的な過ごし方 

 

  

④13.6%

④0.0%

④4.4%

④0.8%

④4.3%

④0.0%

④0.0%

④0.1%

④0.8%

④2.1%

④73.3%

④0.1%

④0.6%

③14.7%

③0.1%

③2.6%

③1.5%

③19.7%

③0.0%

③1.5%

③0.6%

③8.3%

③11.7%

③23.1

③4.8%

③11.4%

②6.8%

②0.1%

②0.1%

②0.0%

②1.1%

②0.0%

②0.1%

②0.0%

②1.9%

②1.0%

②3.3%

②0.9%

②84.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

その他

学習塾や習い事に行く

地域活動（スポーツ活動、ボランティア活動等）をする

クラブ活動（スポーツ活動、ボランティア活動等）をす

る

児童センター等の公共の施設にいる

公園など外で友だちと遊ぶ

友だちの家にいる

家でひとりで過ごす

家で兄弟姉妹や友だち等と子どもだけで過ごす

保護者や祖父母等の家族・親族（大人）と過ごす

留守家庭児童クラブで過ごす

学校にいる

保護者(n=797)

②午後（１２～１６時） ③夕方（１６～１８時） ④夜（１８時以降）

ａ）平日の放課後 
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④6.9%

④0.0%

④2.3%

④0.3%

④2.3%

④0.0%

④0.0%

④0.1%

④0.1%

④1.9%

④85.3%

④0.3%

④0.6%

③11.0%

③0.1%

③2.0%

③0.9%

③3.9%

③0.0%

③2.5%

③1.4%

③1.4%

③8.5%

③67.4%

③0.6%

③0.3%

②14.1%

②0.1%

②3.0%

②1.0%

②9.0%

②0.0%

②4.8%

②2.6%

②2.3%

②12.0%

②49.4%

②1.0%

②0.6%

①12.2%

①0.0%

①1.9%

①2.0%

①25.1%

①0.1%

①0.6%

①0.1%

①3.3%

①8.0%

①37.1%

①0.9%

①8.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

その他

学習塾や習い事に行く

地域活動（スポーツ活動、ボランティア活動等）をする

クラブ活動（スポーツ活動、ボランティア活動等）をす

る

児童センター等の公共の施設にいる

公園など外で友だちと遊ぶ

友だちの家にいる

家でひとりで過ごす

家で兄弟姉妹や友だち等と子どもだけで過ごす

保護者や祖父母等の家族・親族（大人）と過ごす

留守家庭児童クラブで過ごす

学校にいる

保護者(n=797)

①午前中（９～１２時） ②午後（１２～１６時） ③夕方（１６～１８時） ④夜（１８時以降）

ｂ）土曜日 
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●生活の満足度 

 

 

  

1.0% 1.0%

0.4% 1.7% 3.2%
4.8%

9.9% 7.3%

11.8%

18.5%

15.3%

25.2%

1.7%
1.7%

0.0% 0.0%

8.6%

3.4%

12.1%
10.3%

10.3%

19.0%

15.5%
17.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

無回答 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

小学5年生等

全体(n=524) 貧困世帯(n=58)

1.1% 2.0%
1.7%

4.3%
5.4% 3.1%

12.3%

9.4%

14.5%
17.7%

11.1%

17.4%

0.0%

4.3% 2.2%

8.7%

2.2%
0.0%

8.7% 8.7%

13.0%

21.7%

17.4%

13.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

無回答 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

中学2年生等

全体(n=351) 貧困世帯(n=46)

低い              満足度                高い 
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（５）児童の学習状況等 

●学校の授業以外で、どのように勉強していますか 

「塾で勉強する」と回答した割合が、貧困世帯では全体よりも小学５年生等は 4.3 ポイン

ト、中学２年生等は 7.5 ポイント低くなっています。 

 

  

6.9%

5.2%

25.9%

65.5%

1.7%

0.0%

1.7%

12.1%

77.6%

5.9%

6.7%

26.7%

54.6%

0.8%

1.3%

1.1%

16.4%

77.1%

学校の授業以外で勉強はしない

その他

友だちと勉強する

家の人に教えてもらう

地域の人などが行う無料の

勉強会に参加する

家庭教師に教えてもらう

学校の補習を受ける

塾で勉強する

自分で勉強する

小学5年生等

全体(n=524) 貧困世帯(n=58)

0.0%

8.7%

4.3%

30.4%

28.3%

0.0%

0.0%

2.2%

26.1%

82.6%

0.9%

5.1%

1.7%

21.7%

26.5%

0.0%

2.8%

3.1%

33.6%

84.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

無回答

学校の授業以外で勉強はしない

その他

友だちと勉強する

家の人に教えてもらう

地域の人などが行う無料の

勉強会に参加する

家庭教師に教えてもらう

学校の補習や

放課後学習会を受ける

塾で勉強する

自分で勉強する

中学2年生等

全体(n=351) 貧困世帯(n=46)
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●学校の授業以外の１日当たりの勉強時間 

ａ）学校がある日（月～金曜日） 

学校がある日に「１時間以上」勉強すると回答した割合が、小学５年生等の全体では 40.8%

であるのに対して、貧困世帯では 25.9%と 14.9 ポイント低くなっています。また、「30 分未

満」と回答した割合が、中学 2 年生等の全体では 22.2%であるのに対し、貧困世帯では 37.0%

と 14.8 ポイント高くなっています。 

 

 

 

ｂ）学校がない日（土・日曜日・祝日） 

学校がない日に「全く勉強しない」と回答した割合が、小学５年生等の全体では 12.6%で

あるのに対して、貧困世帯では 17.2%と 4.6 ポイント高くなっています。中学２年生等の全

体では、「1 時間以上」と回答した割合が全体では 41.0%であるのに対し、貧困世帯では 30.5%

と 10.5 ポイント低くなっています。 

 

 

  

無回答1.7

無回答0.6

①6.9

①3.1

②12.1

②12.4

③53.4

③43.1

④19.0

④31.1

⑤6.9

⑤7.6

⑥0.0

⑥2.1

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答0.0

無回答1.4

①10.8

①4.6

②26.1

②17.7

③26.1

③36.7

④26.1

④26.8

⑤10.9

⑤10.3

⑥0.0

⑥2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答 ①全くしない ②30分未満 ③30分～1時間未満 ④1～2時間未満 ⑤2～3時間未満 ⑥3時間以上

無回答0.0

無回答0.7

①17.2

①12.6

②15.5

②19.5

③39.7

③35.9

④19.0

④22.5

⑤5.2

⑤6.3

⑥3.4

⑥2.5

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答4.3

無回答1.7

①15.2

①11.4

②13.0

②14.5

③37.0

③31.3

④17.4

④25.9

⑤10.9

⑤10.6

⑥2.2

⑥4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答 ①全くしない ②30分未満 ③30分～1時間未満 ④1～2時間未満 ⑤2～3時間未満 ⑥3時間以上
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●学習の理解度について 

学校の勉強について、「ほとんどわかる」「だいたいわかる」と回答した割合が、小学５年

生等の全体では 54.0%であるのに対して、貧困世帯では 39.7%と 14.3 ポイント低く、中学２

年生等の全体では 30.4%であるのに対して、貧困世帯では 26.1%と 4.3 ポイント低くなって

います。 

 

 

  

無回答3.4

無回答0.6

①5.2

①1.5

②5.2

②4.8

③46.5

③39.1

④25.9

④34.0

⑤13.8

⑤20.0

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答0.0

無回答0.6

①6.5

①3.4

②8.7

②8.3

③58.7

③57.3

④23.9

④25.6

⑤2.2

⑤4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答 ①ほとんどわからない

②わからないことが多い ③教科によってはわからないことがある

④だいたいわかる ⑤ほとんどわかる
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●進学の希望とその理由について 

将来の進学希望について、「大学またはそれ以上」と回答した割合が、小学５年生等の全体

では 25.0％、貧困世帯で 15.5％、中学２年生等の全体では 23.6％、貧困世帯では 23.9％と

なっています。また、小学５年生等と中学２年生等ともに、貧困世帯の方が進学の希望につ

いて「まだわからない」と回答している割合が多くなっています。 

保護者の回答では「高校まで」の回答が全体では 22.2％であるのに対し、貧困世帯では

38.6％と 16.6 ポイント高く、一方で「大学またはそれ以上」との回答が、全体では 32.6％、

貧困世帯では 14.0％と 18.6 ポイント低くなっています。 

 

 

 

 

理由については、小学５年生等・中学２年生等ともに、「希望する学校や職業があるから」が一

番多くなっています。保護者では、「お子さんがそう希望しているから」という回答が一番多い一

方で、貧困世帯では、「家庭の経済的な状況から考えて」との回答が全体よりも 17.3 ポイント高

くなっています。 

  

無回答0.0

無回答，①0.0

①1.1

②25.9

②25.6

③15.5

③17.4

④17.2

④25.0

⑤41.4

⑤30.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=58)

全体(n=524)

小学5年生等

無回答0.9

無回答，①0.0

①0.6

②21.7

②27.9

③17.4

③26.2

④23.9

④23.6

⑤37.0

⑤20.8

貧困世帯(n=46)

全体(n=351)

中学2年生等

無回答，①0.0

無回答，①0.0

②38.6

②22.0

③21.1

③19.4

④14.0

④32.6

⑤26.3

⑤26.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貧困世帯(n=114)

全体(n=797)

保護者

無回答 ①中学まで ②高校まで

③短大・高専・専門学校まで ④大学またはそれ以上 ⑤まだわからない
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0.0%

11.8%

5.9%

11.8%

8.8%

2.9%

8.8%

11.8%

20.6%

52.9%

4.4%

19.1%

6.6%

5.0%

2.8%

2.5%

5.2%

15.5%

19.6%

51.7%

無回答

特に理由は無い

その他

早く働く必要があるから

家にお金がないと思うから

まわりの先輩や友だちがそうしているから

兄・姉がそうしているから

親が言っているから

自分の成績から考えて

希望する学校や職業があるから

小学5年生等

全体(n=362) 貧困世帯(n=34)

0.0%

16.7%

2.8%

2.8%

5.6%

5.6%

11.1%

22.2%

22.2%

61.1%

0.0%

17.8%

5.5%

3.3%

2.5%

3.6%

6.2%

19.3%

20.7%

60.7%

無回答

特に理由は無い

その他

早く働く必要があるから

家にお金がないと思うから

まわりの先輩や友だちがそうしているから

兄・姉がそうしているから

親が言っているから

自分の成績から考えて

希望する学校や職業があるから

中学2年生等

全体(n=275) 貧困世帯(n=36)

1.2%

3.6%

4.8%

29.8%

14.3%

31.0%

41.7%

1.2%

8.3%

11.4%

12.5%

19.3%

34.4%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

特に理由は無い

その他

家庭の経済的な状況から考えて

お子さんの学力から考えて

一般的な進路だと思うから

お子さんがそう希望しているから

保護者

全体(n=590) 貧困世帯(n=84)
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（６）支援制度の利用状況等 

●相談できる相手について 

 小学５年生等の回答では親が 71.6％と一番多いのに対し、中学２年生等では学校の友だちが一

番多く 69.8％となっています。保護者では、配偶者・パートナー、親や兄弟・姉妹等、近所の人・

友人・知人が多い一方で、相談する人がいないとの回答もあり、相談しやすい体制づくりに課題

があると推測されます。 

 

 

 

 

※「スクールカウンセラー」 

いじめや不登校、問題行動など、児童生徒や保護者が抱えている悩みや問題の解決のため、臨床心理に

関する専門的な知識を活かし、相談や支援を行う。 

※「スクールソーシャルワーカー」 

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など多岐に渡る児童生徒の課題に対応するため、社会福祉等の専

門的な知識・技術を用いて、関係機関と連携した支援を行う。 

0.4%

7.6%

5.7%

1.1%

3.4%

1.9%

11.5%

58.6%

28.8%

21.9%

26.3%

71.6%

1.7%

14.2%

6.0%

7.1%

6.3%

3.7%

11.4%

69.8%

15.7%

11.7%

16.0%

53.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

誰にも相談したくない

誰にも相談できない

ネットで知り合った人

その他の大人（留守家庭児童クラブの人、

塾・習い事の先生、地域の人）

スクールカウンセラー・

スクールソーシャルワーカーなど

学校の友だち以外の友だち

学校の友だち

学校の先生

祖父母・おじ・おばなどの親戚

きょうだい

親

児童

中学2年生等(n=351)

小学5年生等(n=524)

※  

※  
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3.4%

3.4%

3.4%

7.6%

0.0%

0.0%

0.0%

1.7%

0.0%

0.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.8%

2.5%

1.7%

0.0%

55.1%

69.5%

5.9%

3.9%

2.4%

1.3%

2.9%

0.0%

0.1%

0.4%

0.4%

0.1%

0.1%

0.3%

0.0%

0.3%

2.8%

3.5%

9.8%

0.5%

53.1%

71.8%

72.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

その他

相談すべきことはない

相談相手がいない

ベビーシッター

県北部児童相談所

民生委員・児童委員・主任児童委員

母子・父子自立支援員

家庭児童相談室

民間の電話・インターネット相談

県保健福祉事務所

ファミリーサポートセンター

子育てサークルの仲間

母子保健推進員

市健康づくり課

医師・看護師

保育園・幼稚園・学校の仲間

保育士・幼稚園・学校の先生

子育て支援センター「ぽっぽ」

近所の人・友人・知人

親や兄弟・姉妹等

配偶者・パートナー保護者

全体(n=797)

ひとり親(n=118)
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●支援制度の利用状況とニーズについて 

子ども食堂等を「あれば利用したい」と回答した児童は、小学５年生等で 27.3％、中学２年生

等で 34.5％となっています。また、無料の学習支援についても「あれば利用したい」と回答した

児童は、小学５年生等で 30.3％、中学２年生等で 41.9％となっており、子ども食堂等や無料の学

習支援に対する高い潜在的ニーズがうかがえます。 

 

 

 

無回答1.5%

無回答1.3%

無回答1.9%

無回答1.3%

④37.0%

④27.5%

④30.3%

④18.3%

③41.2%

③38.0%

③38.4%

③28.1%

②17.9%

②30.3%

②27.3%

②5.0%

①2.3%

①2.9%

①2.1%

①47.3%

（家や学校以外で）何でも相談できる場所

（電話やネットの相談を含む）

勉強を無料でみてくれる場所

（自分や友だちの家以外で）夕食を無料か

安く食べることができる場所

（子ども食堂など）

（自分や友だちの家以外で）平日の放課後や

休日を過ごすことができる場所

（留守家庭児童クラブなど）

小学5年生等 (n=524)

無回答2.0%

無回答1.4%

無回答1.7%

無回答1.7%

④41.0%

④28.8%

④31.6%

④20.2%

③32.8%

③24.5%

③27.9%

③20.5%

②20.8%

②41.9%

②34.5%

②32.2%

①3.4%

①3.4%

①4.3%

①25.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

（家や学校以外で）何でも相談できる場所

（電話やネットの相談を含む）

勉強を無料でみてくれる場所

（自分や友だちの家以外で）夕食を無料か

安く食べることができる場所

（子ども食堂など）

（自分や友だちの家以外で）平日の放課後や

休日を過ごすことができる場所

（留守家庭児童クラブなど）

中学2年生等

①利用したことがある ②あれば利用したいと思う
③今後も利用したいと思わない ④今後利用したいかどうかわからない
無回答

(n=351)
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25.0%

18.2%

25.1%

24.3%

19.6%

③74.7%

③68.6%

③74.7%

③74.5%

③69.4%

②0.1%

②3.0%

②0.3%

②0.3%

②1.5%

①0.3%

①10.2%

①0.0%

①0.9%

①9.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

母子・父子自立支援相談窓口

児童扶養手当

生活困窮者の自立支援相談窓口

生活保護

就学援助

保護者

①現在利用している

②現在利用していないが、以前利用したことがある

③利用したことがない

無回答

(n=797)
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●ひとり親家庭に対してどのような支援策があればいいと思うか 

無料の学習支援を希望するとの回答が 61.9％と最も多く、次いで各種手当等の支給や貸付との

回答が 58.5％となっています。経済的な支援だけでなく、子どもの学習支援へのニーズの高さが

うかがえます。 

 

  

10.2%

5.9%

61.9%

8.5%

22.0%

58.5%

11.9%

1.7%

5.1%

11.9%

38.1%

22.0%

17.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

その他

ひとり親家庭等の子どもへの無料の学習支援

保育所等への優先入所

公営住宅への優先入居等の住宅面での支援

各種手当等の支給や貸付

保護者の病気や出張等の一時的な保育や短期入所サービス

家事や育児に関する情報提供、保護者対象の講座等の開催

ひとり親家庭同士の交流や仲間づくりの場の提供

日常の家事支援

保護者や子どもが病気になった時の日常生活支援

保護者の経済的自立のための技能・資格取得等への支援

ひとり親家庭等が抱える悩みに対して的確に応じてくれる相

談制度

ひとり親世帯（n=118）
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１ 子どもの貧困対策における取組の視点  

アンケート調査結果からみた課題 

●貧困世帯の子どもの学習時間や食事の頻度が少ない傾向が見られるため、学習

習慣の定着や食事をはじめとする生活習慣を整えるための支援施策が求めら

れる。 

●経済的な自立につながる保護者への就労相談や就労支援の強化及び制度の周

知が求められる。 

●子どもや保護者を孤立させないための相談しやすい相談支援体制づくりが求

められる。 

 

施策１ 教育の支援                            

貧困が世代を超えて連鎖することのないように、学校を子どもの貧困対策のプラット

ホームと位置づけ、学校教育による学力の保障、学校を窓口とした福祉関係機関との連

携、地域による学習支援などを通じて、総合的に対策を推進します。 

また、教育の機会均等を保障するため、教育に係る経済的負担の軽減を図ります。 

特に、今回のアンケートで児童・保護者ともに支援の要望が高かった無料の学習支援

については、その支援の充実を図ります。 

 

指 標 今回のアンケート値 

学校の勉強以外に全く勉強しない子どもの割合 

【学校がある日】 

小学５年生等 

 全 体 3.1％ 

 貧困世帯 6.9％ 

中学２年生等 

全 体  4.6％ 

 貧困世帯 10.8％ 

【学校がない日】 

小学５年生等 

 全 体 12.6％ 

 貧困世帯 17.2％ 

中学２年生等 

 全 体 11.4％ 

 貧困世帯 15.2％ 

 

  

第３章 施策の展開 
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■実施事業■ 

事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

学校教育による 

学力の保障 
学校教育課 

基礎的・基本的な知識及び技能の確実な

習得を図り、自ら考え、判断し、様々な

問題を解決する力の育成を図る。 

継続 

教育相談体制の充実 学校教育課 

いじめや不登校など様々な問題を抱え

ている児童生徒への支援を行うため、小

中学校にスクールカウンセラーやスク

ールソーシャルワーカーの配置を行い

教育相談体制の充実を図る。 

充実 

要保護児童対策 

地域協議会の開催 
子育て支援課 

学校などから協議会へ報告のあった養

育に支援が必要な児童等について児童

相談所をはじめとする関係機関等が連

携して児童及び家庭の支援につなげて

いく。 

継続 

ひとり親家庭の児童 

に対する学習支援 
子育て支援課 

県と連携し、ひとり親家庭の児童に対す

る学習支援ボランティア事業を行う。 
新規 
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施策２ 生活の支援                           

貧困の状況にある世帯の保護者及び子どもたちが地域において孤立することなく生

活できるように、生活の支援において相談事業や情報提供の充実を図ります。 

また、子ども及び保護者の対人関係の築き方や社会参加の機会等にも配慮しつつ、食

事面や衛生面を含めた生活全般について必要な支援及び地域における見守り体制の強

化を行うとともに、関係機関からの情報収集等により適切な支援につなげていきます。 

  

指 標 今回のアンケート値 

毎日朝食を食べる子どもの割合 

小学５年生等 

 全 体 81.3％ 

 貧困世帯 75.9％ 

中学２年生等 

全 体 78.6％ 

 貧困世帯 76.1％ 

誰にも相談できない子どもの割合 
小学５年生等 5.7％ 

中学２年生等 6.0％ 

相談相手がいない保護者の割合 
全 体 2.9％ 

ひとり親 7.6％ 

 

■実施事業■ 

事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

生活困窮者 

に対する支援 
福祉課 

生活困窮者には、活用可能な社会保障制

度の情報提供を行い、生活の安定を図

る。 

充実 

新生児の訪問指導 健康づくり課 

新生児期に児童の健康状態を確認し、具

体的な育児方法等を助言することによ

り、不安を軽減し、育児の自信と喜びに

つなげていく。 

充実 
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事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

養育支援訪問 健康づくり課 

保護者の養育を支援することが特に必

要と認められる幼児及び保護者に対し、

その養育が適切に行われるよう居宅を

訪問し、相談、指導、助言その他必要な

支援を行う。 

充実 

子育て支援センター

での相談支援 
子育て支援課 

子育て情報の提供や、未就園児と保護者

の衛生面や健康面での育児相談に対応

する。 

充実 

子育て世代包括 

支援センターでの 

相談支援 

健康づくり課 
妊娠・出産・子育て期にわたり切れ目の

ない相談支援を行う。 
継続 

相談事業の充実 子育て支援課 
家庭児童相談員や母子・父子自立支援員

を配置し、相談体制の充実を図る。 
充実 

病後児保育の実施 子育て支援課 

病気の回復期にある就学前の児童を、専

用の保育室で看護師等の専門スタッフ

が預かる病後児保育を行う。 

充実 

子育てファミリー 

サポート事業の実施 
子育て支援課 

子育ての援助を受けたい人と援助を行

いたい人を結びつけ地域全体で子育て

家庭を支える。 

充実 

要保護児童対策 

地域協議会の開催 
子育て支援課 

学校などから協議会へ報告のあった養

育に支援が必要な児童等について児童

相談所をはじめとする関係機関等が連

携して児童及び家庭の支援につなげて

いく。 

充実 

支援対象児童等の 

見守り強化 
子育て支援課 

支援対象児童等の居宅を訪問するなど

し、状況の把握や食事の提供、学習・生

活支援等を通じた子どもの見守りを行

う。 

新規 
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施策３ 保護者に対する就労の支援                     

保護者が働き一定の収入を得ることは生活の安定を図る上で重要ですが、そればかり

でなく保護者が働く姿を見せることによって労働の価値や就労の意味を学ぶことがで

きるなど教育的な意義もあることから、就労機会を確保するために保護者への相談援助

や資格取得への支援を行います。 

 指 標 直近値 

ひとり親家庭の就職に関する相談件数 
405 件 

（令和２年度） 

 

■実施事業■ 

事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

自立支援教育訓練 

給付金の支給 
子育て支援課 

母子家庭の母及び父子家庭の父が就職

するために必要な訓練を受ける場合、受

講料の一部を助成する。 

継続 

高等職業訓練促進 

給付金の支給 
子育て支援課 

母子家庭の母及び父子家庭の父が市の

指定する資格等を取得するための給付

金及び修了支援給付金を支給する。 

継続 

ひとり親家庭への 

就労支援 
子育て支援課 

母子家庭の母及び父子家庭の父に対し、

母子・父子自立支援員が個別に求職活動

の支援を行う。 

継続 

生活保護受給者 

及び生活困窮者 

に対する就労支援 

福祉課 
ハローワークと連携して、就労支援専門

員が個別に求職活動の支援を行う。 
継続 
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施策４ 経済的支援                            

  生活の安定のためには、生活保護費や各種手当、医療費助成や貸付金等を組み合わ

せて世帯の生活の基盤を下支えしていくなどの経済的な支援は重要であることから、

法律に基づくこれらの支援を行い経済的負担の軽減を図ります。 

また、養育費を受け取っているひとり親家庭の保護者の割合が少ないため、養育費

の支払いが適切に行われるよう相談支援等の充実に取り組みます。 

  

指 標 今回のアンケート値 

養育費を受け取っているひとり親の割合 14.1％ 

 

■実施事業■ 

事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

児童手当の支給 子育て支援課 

児童を養育している家庭等における生

活の安定と児童のすこやかな成長のた

め、児童の養育者に手当を支給する。 

継続 

児童扶養手当の支給 子育て支援課 
ひとり親家庭等に対して、生活の安定と

自立促進のため手当を支給する。 
継続 

特別児童扶養手当の 

支給 
福祉課 

身体または精神（知的を含む）に中度以

上の障がいがある児童（20 歳未満）を監

護・養育する保護者等に対し、児童の福

祉増進のため手当を支給する。 

継続 

障がい児福祉手当の

支給 
福祉課 

身体または精神（知的を含む）に重度の

障がいがあり、常時介護を必要とする児

童（20 歳未満）に対し、日常生活におい

て必要となる物的かつ精神的な負担を軽

減するため、児童本人に手当を支給す

る。 

継続 

子どもの医療費の 

助成 
子育て支援課 

1５歳年度末までの児童の通院・入院に

係る一部負担金を助成し子育て家庭の

経済的負担の軽減を図る。 

継続 
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事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

ひとり親家庭等 

医療費の助成 
子育て支援課 

18 歳年度末までの児童を養育している

ひとり親家庭等に対し通院・入院に係る

一部負担金を助成する。 

継続 

身体障がい児育成 

医療費の支給 
福祉課 

身体に障がいのある児童や現在の状態

を放置すると将来的に障がいを残すと

認められる児童（18 歳未満）に対し、障

がいの除去や軽減が期待できる手術等

の治療に係る医療費を支給する。 

継続 

重度心身障がい者 

医療費の助成 
福祉課 

身体または精神（知的を含む）に重度の

障がいがある人に対し、経済的負担の軽

減を図るため、通院・入院に要した医療

費の自己負担金の一部を助成する。 

継続 

佐賀県母子父子 

寡婦福祉資金の貸付 
子育て支援課 

県と連携し、経済的自立の助成と生活意

欲の助長を図るため資金の貸付を行う。 
継続 

佐賀県高等職業 

訓練促進資金の貸付 
子育て支援課 

県と連携し、高等職業訓練促進給付金を

活用して養成機関に在学し、就職に有利

な資格取得を目指す佐賀県内のひとり

親の方に対し、自立を促進するための資

金貸付を行う。 

継続 

福祉資金の貸付 福祉課 
低所得者世帯等に対し生活の安定を図

ることを目的に資金の貸付を行う。 
継続 

生活保護による支援 福祉課 

生活困窮者に対して、最低限の生活を保

障するため、生活保護による自立の援助

を行う。 

継続 

保育園・幼稚園 

利用者負担額の軽減 
子育て支援課 

所得その他の要件を勘案し、判定した第

２子以降は半額、第３子以降は無料。 

ひとり親等の保護者の場合は、所得によ

り利用者負担額を軽減する。 

幼児教育保育無償化により３歳児以上

の利用者負担額は無料。 

継続 
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事 業 担当課 内 容 

実施 

(目標) 

区分 

留守家庭児童クラブ 

の利用料減免 
教育総務課 

市町村民税が非課税の世帯、生活保護を

受けている世帯等が利用しやすいよう

に利用料を減免する。 

継続 

児童生徒への 

就学援助 
学校教育課 

経済的理由により、就学が困難な児童生

徒の保護者に対して、学用品費・通学用

品費、新入学児童生徒学用品費（入学準

備金）、学校給食費等を援助する。 

継続 

奨学金の返済利子 

補助 

子育て支援課 

健康づくり課 

長寿社会課 

進学して、看護師、介護福祉士、社会福

祉士及び保育士の資格免許を取得し、市

内に居住し、市内の事業所等に就職した

場合、市と連携協定を締結した市内金融

機関が提供する奨学ローンの利子返済

相当額を補助する。 

継続 

養育費の確保 子育て支援課 

離婚等で取り決める養育費の支払いが

適切に行われるようアドバイスしたり、

法テラス※を紹介する等、母子・父子自

立支援員が相談支援を行う。 

充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「法テラス」 

裁判制度の利用をより容易にするとともに、弁護士のサービスをより身近に受けられるようにするた

め、法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供を迅速かつ適切に行うことを目的として、国に

よって設立された機関。  
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１ 用語解説 
 
子どもの貧困対策の推進に関する法律（子どもの貧困対策推進法） 

 貧困の状況にある子どもが、生まれ育った環境に左右されず健やかに育成される環

境の整備と教育の機会均等を図ることを目的として２０１３年に成立、２０１４年１

月に施行された。 

 

相対的貧困率 

 貧困を表す社会指標の１つ。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）では、「国民の年間所得

を順に並べ、その中央値の半分に満たない所得水準の人々の人口比率」と定義している。 

 国民全体のうち、低所得で貧困状態にある人の割合を示したもの。 

 

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ） 

 ヨーロッパ諸国を中心に日・米を含め３８ヶ国の先進国が加盟する国際機関。国際

マクロ経済活動、貿易、開発援助といった分野に加え、最近では持続可能な開発、ガバ

ナンスといった新たな分野についても加盟国間の分析・検討を行っている。 

 
等価可処分所得 

世帯の年間可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取りの収

入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得。 

実生活では、複数人家族の場合、光熱費や食費、住居費などの生活コストの共通部分

が多く、単純に世帯人員数で割ると、割安となる傾向があるため、世帯人員の平方根

（４人世帯であれば、√４＝２）で割って調整する。 

等価可処分所得＝（総所得－拠出金－掛金－その他）÷√世帯人員数 

 

就学援助 

 経済的に苦しい家庭の小中学生に学用品や給食費、修学旅行費などを市町村が支給

する制度。 

 

スクールカウンセラー 

 いじめや不登校、問題行動など、児童生徒や保護者が抱えている悩みや問題の解決

のため、臨床心理に関する専門的な知識を活かし、相談や支援を行う。 

 

スクールソーシャルワーカー 

 いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など多岐に渡る児童生徒の課題に対応するた

め、社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、関係機関と連携した支援を行う。 

 

法テラス（日本司法支援センター） 

 裁判制度の利用をより容易にするとともに、弁護士のサービスをより身近に受けら

れるようにするため、法による紛争の解決に必要な情報やサービスの提供を迅速かつ

適切に行うことを目的として、国によって設立された機関。 

 民事・刑事を問わず、情報提供のほか、資力の乏しい人への無料法律相談も行って

いる。 
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２ 計画策定の経緯 

  

月  日 内  容 

令和３年 

２月 
伊万里市子どもの生活状況調査の実施 

   ３月～４月 伊万里市子どもの生活状況調査の集計、分析 

   ８月 ４日 
子ども・子育て会議（第１回目） 

・貧困対策計画（案）の協議 

  １２月 １日 
子ども・子育て会議（第２回目） 

・貧困対策計画（修正案）の協議 

令和４年 

   １月５日～２８日 
パブリックコメント実施 

   ２月～３月 計画案調整 

   ３月３１日 
伊万里市子どもの貧困対策計画～第２期子ども・子育

て支援事業計画【追加版】～策定 
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伊万里市子どもの貧困対策計画 

～第２期伊万里市子ども・子育て支援事業計画【追加版】～ 

 

令和４年３月 
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